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東京の雇用就業

〜本書のご利用にあたって〜

	1	 本書で用いた資料については、発表時の組織名で記載しています。

	2	 本書中の業種名は、原則として日本標準産業分類（第13回改定）によるものです。中分類、
小分類等は、本産業分類に基づく分類を表しています。なお、個々の図表については参照資
料の分類に基づいています。

	3	 「事業所・企業統計調査」、「経済センサス」を用いたデータは、特に注記しているものを除き、
原則として民営事業所のものです。公務等を含めた数値を用いる場合には、「総数」である旨
を表記しています。

	4	 主として「東京の産業」において、「事業所・企業統計調査」（2006年まで実施）、「経済セン
サス」（2009年から実施）を活用して、業種ごとの事業所数・従業者数及びその推移を示し
ています。「経済センサス」は「事業所・企業統計調査」と調査の対象は同じですが、調査手
法が以下の点において異なります。そのため、「事業所・企業統計調査」の値からの変化が
全て増加・減少を意味するわけではありません。
○商業・法人登記等の行政記録の活用
○会社（外国の会社を除く）、会社以外の法人及び個人経営の事業所の本社等におい
て、当該本社等の事業主が当該支所等の分も一括して報告する「本社等一括調査」
の導入　等

	５	 年間商品販売額等の経理事項については、原則として消費税込みの値を記載しています
が、年により消費税の取扱いが異なる等の違いがあります。よって、時系列で利用する際に
はご留意願います。

	６	 「労働力調査」は、特に注記しているものを除き、原則として「基本集計」の数値及び用語
の定義です。「詳細集計」の数値及び用語の定義とは異なる場合があり、ご留意願います。
また、「労働力調査」は、５年ごとに算出の基礎となる人口を切り替えており、それぞれ切替え
に伴う変動があります。よって、時系列で利用する際にはご留意願います。

	７	 資料によっては、端数処理等の関係で、合計と内訳が一致しない場合があります。

	８	 本書では、中小企業、小規模企業は、原則として中小企業基本法の定義によります。

	９	 本書は、主として2020年２月末日時点の資料を用いています。
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１億2,709万4,745人
人　口

（2015年）
37万7,975㎢
面　積

（2019年）
5,891万9,306人
就業者数

（2015年）

534万783所
事業所数（民営）

（2016年）

35万6,752所　
工場数

（2015年）

135万5,060所
卸売業,小売業事業所数

（2016年）

314兆7,832億円
製造品出荷額等

（2015年）

581兆6,263億円
卸売業,小売業商品販売額

（2016年）

76兆9,275億円
輸出額

（2019年）

学校数　786校
学生数　291万8,668人

大　　学

（2019年度）

78兆5,757億円
輸入額

（2019年速報）

4,575所
自然科学研究所数　

（2016年）

3,224社
外資系企業数

（2019年）

548兆3,670億円
　　国内総生産（名目）

（2018年度）

5,784社
資本金10億円以上企業数

（2016年）

322万円
一人当たりの県民所得（全県計）

（2016年度）

509兆769億円
銀行（国内銀行）貸出残高

（2019年12月末）

72.5％
第3次産業有業者の割合

（2017年）
393兆4,377億円

第3次産業総生産（名目）（全県計）

（2018年）
６万3,574所

情報通信業の事業所数

（2016年）

3,188万人
訪日外客数

（2019年推計値）

162万9,286社
会社企業数

（2016年）
99.7％

中小企業比率

（2016年）

【資料】 （株）東洋経済新報社「外資系企業総覧」
内閣府「国民経済計算」
東京都「都民経済計算年報」
内閣府「県民経済計算」
日本銀行「預金・貸出関連統計」

総務省「国勢調査」
国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」
総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」
中小企業庁「中小企業白書」
総務省「平成26年経済センサス－基礎調査」を東京都産業労働局で再編加工

※2011年基準

※ 2011 年基準

※2011年基準

グラフィック 東京の産業と雇用就業 20202
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日本経済の中心、東京
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1,351万5,271人（10.6％）
人　口

（2015年）
2,194㎢（0.6％）
面　積

（2019年）
800万6,399人（13.6％）
　　就業者数（従業地ベース）

（2015年）
1,592万405人
昼間人口

（2015年）

62万1,671所（11.6％）
事業所数（民営）

（2016年）

2万7,142所（7.6％）
工場数

（2015年）

15万728所（11.1％）
卸売業,小売業事業所数

（2016年）

８兆5,452億円（2.7％）
製造品出荷額等

（2015年）

199兆6,868億円（34.3％）
卸売業,小売業商品販売額

（2016年）

16兆6,962億円（21.7％）
輸出額（東京港･羽田空港･成田空港）

（2019年速報）
25兆6,386億円（32.6％）
輸入額（東京港･羽田空港･成田空港）

（2019年速報）

771所（16.9％）
自然科学研究所数　

2,428社（75.3％）
外資系企業数

（2019年）

106兆6,239億円
都内総生産（名目）

（2018年度速報）

2,926社（50.6％）
資本金10億円以上企業数

（2016年）

542万1千円（168.5％）
一人当たりの都民所得

（2017年度）

217兆8,253億円（42.8％）
銀行（国内銀行）貸出残高

（2019年12月末）

83.7％
第3次産業有業者の割合

（2017年）
90兆8,898億円

第3次産業総生産（名目）

（2018年度速報）
2万1,935所（34.5％）
情報通信業の事業所数

（2016年）

1,424万人
訪都外国人旅行者数

（2018年）

24万8,512社（15.3％）
会社企業数

（2016年）
98.9％

中小企業比率

（2014年）

学校数　140校（17.8％）
学生数　76万35人（26.0％）

大　　学

（2019年度）

総務省「平成29年就業構造基本調査」
総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査	卸売業,小売業(産業編)」
文部科学省「学校基本調査」

日本政府観光局（ＪＮＴＯ）「訪日外客数・出国日本人数」
東京都産業労働局「東京都観光客数等実態調査」
総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査	製造業(産業編)」
東京都「東京の工業」
財務省「貿易統計」、東京税関「貿易概況」

（2016年）

※ 2011 年基準

※ 2011 年基準 ※ 2011 年基準

注　カッコ内は全国比。工場数は、実際に製造活動が行われている製造業の事業所の数。
　　国内総生産・都民総生産、一人当たり県民所得・一人当たり都民所得、第３次産業総生産は、2020年2月1日現在の公表値。

東京経済の概況

グラフィック 東京の産業と雇用就業 2020
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東京経済の概況

東京の経済の概況

注  2017年（暦年）で比較。ただし東京都は2017年度（4/1 ～ 3/31）、オーストラリアは
2017年度（7/1～ 6/30）。都内総生産は、「平成29年度 国民経済計算年報」（内閣府 経
済社会総合研究所）より計算した為替レート（1 ドル＝110.81円）を用いて換算。

資 料  東京都「都民経済計算年報」

注  2011年基準。2011暦年連鎖価格。
資 料  東京都「都民経済計算」

資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

注  県内総生産上位６都県。
資 料  内閣府「県民経済計算」

注  輸入品に課される税・関税、総資本形成に係る消費税の控除を除く。
資 料  東京都「都民経済計算」

注  中小企業数1,000以上の産業大分類を記載。中小企業及び小規模企業は中小企業基本法の
定義による。企業産業分類、常用雇用者数の不詳及び資本金階級の不詳により、中小企業
事業所か大企業事業所か判別できない値を除く。中規模企業数は中小企業数から小規模企
業数を引いた値。中小企業比率＝中小企業数/企業総数×100。小規模企業比率＝小規模企
業数/企業総数×100で算出。

資 料  総務省「平成26年経済センサス－基礎調査」を産業労働局で再編加工

1 一国に匹敵する経済規模を有する東京

3 都内総生産は3年連続プラス成長

5 第３次産業の企業数の割合が全国と比べて高い

2 都内総生産は都道府県で最大　

4 都内総生産に占める第３次産業の割合は約９割

6 中小企業が全企業数の98.9％を占める

グラフィック 東京の産業と雇用就業 20204
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注  輸出入総額上位10位の港。
資 料  財務省「貿易統計」

注  速報値。
資 料  財務省「貿易統計」

注  負債額1,000万円以上。件数が年間30件以上の区市を掲載。
資 料  東京都「東京の企業倒産状況」（(株)東京商工リサーチ調べ）

注  2019年は速報値。香港及びマカオは中国に含まない。
資 料  財務省「貿易統計」

注  各年７月１日時点。
資 料  東京都「東京都基準地価格」

注  新規学卒者を除きパートタイムを含む。
資 料  東京労働局業務統計

7 東京港の輸出輸入総額は国内３位

9 全国と東京は輸出入品の傾向が異なる　

11 倒産件数、負債総額は地域によって異なる

8 東京港における輸出額は２年ぶりに減少

10 地価は７年連続で上昇　

12 新規求人数は医療,福祉分野や
 宿泊業,飲食サービス業で増加傾向

グラフィック 東京の産業と雇用就業 2020

東京経済の概況
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東京経済の概況

1 景気動向指数は2019年8月以降
 悪化を示している

3 日経平均株価の年末終値は２万３千円台となる

5 生産指数は、このところ弱含んでいる

2 実質ＧＤＰ成長率は５四半期ぶりに低下　

4 外国為替市場のドル円相場は安定して推移

6 機械受注は、足踏みがみられる

注  2008年１月～2019年12月まで掲載。数値は日々の終値ベース。
資 料  ©日本経済新聞社

注  月の値は季節調整値。最新月は速報値。2015年基準。
資 料  東京都「工業指数」、経済産業省「鉱工業指数」

注  船舶・電力を除く民需。月の値は季節調整値。
資 料  内閣府「機械受注統計調査報告」

注  ＣＩ、一致指数。シャドーは、景気後退期。2019年12月分改訂値。
資 料  内閣府「景気動向指数」

注  2019年10～ 12月期（1次速報）。年率換算の季節調整値。前期比。
資 料  内閣府「国民経済計算」

注  2008年１月～2019年12月まで掲載。日本銀行発表による中心スポットの月中平均。
資 料  日本銀行「各種マーケット関連統計」

グラフィック 東京の産業と雇用就業 20206
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0.9-1.32.0

2019年

資 料  日本銀行「国内企業物価指数」、「企業向けサービス価格指数」
注  生鮮食品を除く総合。
資 料  総務省「消費者物価指数」

7 貿易収支は２年連続の赤字

9 国内企業物価指数・企業向けサービス価格指数は
 ともに上昇基調

11 駆け込み需要とその反動がみられた消費

8 訪日外客数は3,000万人を超える　

10 消費者物価指数の前年同月比は
 年間を通じてプラスで推移

12 新規マンション発売戸数は2年連続で減少

注  2019年及び12月の輸入額は速報値。
資 料  財務省「貿易統計」

注  百貨店、スーパーは既存店。コンビニは全店。関東経済産業局は、茨城、栃木、群馬、埼玉、
千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、長野、静岡の１都10県。新車販売台数は、普通乗用車、
小型乗用車、普通トラック、小型トラック、バスの合計で、特殊車、トレーラー、その他不
明車を除く。

資 料  経済産業省「商業動態統計」、(一社)日本自動車販売協会連合会資料

注  訪日外客数の2019年及び12月の値は推計値。
資 料  日本政府観光局（JNTO)「訪日外客数・出国日本人数」

注  都区部と都下を合計し算出。
資 料  （株）不動産経済研究所「マンション市場動向」

グラフィック 東京の産業と雇用就業 2020

東京経済の概況
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業種別中小企業の設備投資実施割合の推移（東京）
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東京経済の概況

データでみる日本、東京の経営環境・雇用情勢

14 中小企業の業況は19年後半に大きく上下した　

15 中小企業の資金繰りの状況は
 四業種全体としては横ばい 16 中小企業の設備投資実施割合は

 第４四半期にやや減少

13 法人企業経常利益はやや縮小

18 企業倒産件数は２年ぶりに前年を上回った17 オフィス空室率は低下、平均募集賃料は上昇

注  DI＝「良い」企業割合－「悪い」企業割合、 「全体」は四業種全体。
資 料  東京都「東京都中小企業の景況」

注  資本金１千万円以上の企業。季節調整値。金融業、保険業を除いた全産業。　　　
資 料  財務省「法人企業統計」

注  DI＝「楽」企業割合－「苦しい」企業割合。「全体」は四業種全体。
資 料  東京都「都内中小企業の設備投資、資金繰り等の状況」

注  負債額1,000万円以上。
資 料  東京都「東京の企業倒産状況」、㈱東京商工リサーチ「倒産月報」

注  後方４四半期移動平均。「全体」は四業種全体。
資 料  東京都「都内中小企業の設備投資、資金繰り等の状況」

注  都心５区は千代田、中央、港、新宿、渋谷。 
基準階面積100坪以上のオフィスビル。年データは各年12月の値。

資 料  三鬼商事(株）「最新オフィスビル市況」

グラフィック 東京の産業と雇用就業 20208
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注  東京の事業所数が１万所以上の産業大分類を掲載。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

注  東京の従業者数が10万人以上の産業大分類を掲載。
資 料  総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

資 料  東京都、総務省「労働力調査」
注  月の値は季節調整値。
資 料  厚生労働省「職業安定業務統計」

注  事業所規模５人以上。
資 料  東京都、厚生労働省「毎月勤労統計調査」

注  事業所規模５人以上。
資 料  厚生労働省、東京都「毎月勤労統計調査」

19 ３割超の情報通信業の事業所が集積 20 卸売業, 小売業の従業者数が最多

21 完全失業率は低下が続く 22 ２倍超で推移する有効求人倍率

24 東京の所定外労働時間は
 前年よりおおむねプラスで推移23 全国の現金給与総額は

 前年よりおおむねマイナスで推移

グラフィック 東京の産業と雇用就業 2020
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東京経済の概況

グローバル化

注  名目GDP推計値、米ドル表示。
資 料  UN「National Accounts」

注  EUの2005年以前は25か国、2010年は27か国、2018年は28か国で算出。その他東
アジアの2005年以前は韓国、台湾、香港、シンガポール、マレーシア、  タイ、フィリピン、
インドネシア、2010年は韓国、香港、台湾、ASEAN、2015年、2018年は韓国、台湾、
ASEANで算出。

資 料  （独）日本貿易振興機構（JETRO）資料

注  各年度末現在。ＡＳＥＡＮ４：マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン。ＮＩＥｓ３：シンガポー
ル、台湾、韓国。現地法人とは、海外子会社（日本側出資比率が10％以上の外国法人）と海
外孫会社（日本側出資比率が50％超の海外子会社が50％超の出資を行っている外国法人）
の総称。

資 料  経済産業省「海外事業活動基本調査」

注  ３月時点。都道府県別企業数は、上位５都府県まで掲載。親企業国籍別企業数は、親企業が
複数ある場合は重複して集計。

資 料   （株）東洋経済新報社「外資系企業総覧」

注  2018年の上位６空港を掲載。
資 料  国土交通省「空港管理状況調書」

1 アジアで増加が顕著な名目GDP　

4 企業の海外進出が活発　

2 中国の輸出額構成比が上昇傾向

5 多くの外資系企業が集積　

3 羽田空港における国際線の乗降客数
 及び貨物取扱量の割合は年々上昇

グラフィック 東京の産業と雇用就業 202010
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東京経済の概況

創業・ベンチャー/設備投資

　 経済センサスベース産業別開業率・廃業率
   （全国・東京　2014～2016年）
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14

注  事業所数１万以上の産業大分類を記載。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサスー活動調査」

注  事業所数１万以上の産業大分類を記載。事業所ベース。年平均値。「平成26年経済センサ
スー基礎調査」調査日(2014年７月１日）から「平成28年経済センサスー活動調査」調査日
(2016年６月１日)までの月割りによる計算。全国は民営非一次産業が対象。

資 料  総務省「平成26年経済センサスー基礎調査」、総務省・経済産業省「平成28年経済センサ
スー活動調査」

注  国内向け投資。
資 料  （一財）ベンチャーエンタープライズセンター「ベンチャー白書」

注  都内総資本形成のうち、民間企業設備の推移（名目）。
資 料  東京都「都民経済計算」

注  四半期ごとの数値。2019年第４四半期まで掲載。季節調整値。金融業,保険業を除いた、資
本金、出資金又は基金1,000万円以上の営利法人等における、有形固定資産（土地の購入
費を除き、整地費・造成費を含む）の新設額。

資 料  財務省「法人企業統計」

注  回答社数構成比。中小企業は資本金、出資金又は基金1千万円以上1億円未満の法人。「電
気・ガス・水道業」及び「金融業、保険業」は含まない。2018年度までは８月時点、2019年
度は５月時点。重要度の高い順に３項目以内の複数回答。

資 料  財務省関東財務局「法人企業景気予測調査」

1 開業率、廃業率共に高い情報通信業

3 ベンチャーキャピタルの投資先は IT関連が約５割 

5 東京の民間企業設備投資はゆるやかに上昇

2 業種によって異なる事業所の開設時期　

4 設備投資の額は19年第４四半期にやや減少

6 中小企業の設備投資のスタンスは「製（商）品・ 
 サービスの向上」「情報化への対応」などが上昇

グラフィック 東京の産業と雇用就業 2020
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国籍・地域別訪日外客数の推移（全国）
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（件） 都市別国際会議開催件数の推移（世界）

注  2019年は推計値。
資 料  日本政府観光局（JNTO） 「訪日外客数・出国日本人数」

注  2018年より、一般客に加え、クルーズ客も対象。2019年は速報値。
資 料  観光庁「訪日外国人消費動向調査」

注  観光消費額とは、訪都観光入込客の都内での消費の総額。ビジネス目的、観光目的を含む。
資 料  東京都「東京都観光客数等実態調査」

注  2019年の上位７国籍・地域。2019年は推計値。
資 料  日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数・出国日本人数」

注  2018年の訪日外客数及び１人当たり旅行支出額の多い国・地域を掲載。
資 料  観光庁「訪日外国人消費動向調査」

注  2018年の開催件数上位10都市。
資 料  日本政府観光局（JNTO)「国際会議統計」

1 訪日外国人旅行者は８年連続で増加　

3 訪日外国人旅行者による消費額は前年より増加

5 訪都外国人旅行者数は増加傾向

2 近年アジア圏の訪日外客数が急増

4 国籍・地域によって滞在日数は異なる　

6 東京の国際会議開催件数は世界５位　

グラフィック 東京の産業と雇用就業 202012
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最終エネルギー消費、温室効果ガス排出量の推移（東京）

96 産業部門 50 50
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243 244
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（目盛右）

自動車保有台数に占める次世代自動車数の割合
次世代自動車等の普及状況（東京）

1.6

16.0 18.0

4.6

41.4 46.2

4.6

42.6
47.7燃料電池自動車

電気自動車（乗用車）
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ハイブリッド車

次世代自動車の保有台数

0
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2008 09 10 11 12 13 14 15 16 17年度

神奈川県
1,068,505人

東京都 千葉県
716,881人

埼玉県
936,100人

茨城県
67,282人

栃木県
17,301人

群馬県
13,614人

東京の昼間人口
1,592万人

東京の常住人口
1,352万人

昼夜間人口比率
117.8

東京への流入人口
291万人

東京からの流出人口
50万人

その他の
道府県
86,373人

東京都の昼間人口（従業地･通学地による人口）
（東京、2015年）

東京経済の概況

資源・エネルギー・環境/人口・少子高齢化

注  温室効果ガスは、CO2、メタン、一酸化二窒素、HFCs、PFCs、SF６、NF３。
資 料  東京都「都における最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量総合調査」

注  昼夜間人口比率＝昼間人口／常住人口×100。
資 料  東京都「東京都の昼間人口」

注  年度末現在の値。乗用車のみ。次世代自動車等とは、燃料電池自動車・電気自動車・ハイブ
リッド自動車のこと。プラグインハイブリッド自動車は2009年度以降、燃料電池自動車の
値は2014年度以降。

資 料  東京都「環境白書」

注  １月１日現在。島しょの縮尺は、他と異なる。
資 料  東京都「くらしと統計2019」

注  高齢化率は65歳以上人口が総人口に占める割合。東京、日本の2015年以前は「国勢調査」
に基づく実績値。2020年以降の東京都は東京都政策企画局による推計値。全国の2020
年以降は国立社会保障・人口問題研究所の推計値。それ以外の国はすべて推計値。

資 料  総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」、東京都「2020
年に向けた実行プラン」、国際連合「World Population Prospects]

注  東京、日本は2018年まで、それ以外の国は2017年までの数値。
資 料  東京都、厚生労働省「人口動態統計」、世界銀行「World Development Indicators」

1 最終エネルギー消費は長期的に減少傾向

3 近隣県からの通勤・通学者が多い　

5 合計特殊出生率は全国を下回る　

2 普及が進む次世代自動車

4 地域によって差がある東京都の人口　

6 高齢化率は各国との比較でも高い　

地域別人口（東京、2019年）
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製造業
東京の産業－製造業

1 事業所数、従業者数等は減少傾向

2 全国と比べて印刷・同関連業の事業所数、出荷額等の割合が高い

3 事業所数では城東地域が４割強、出荷額等では多摩地域が６割弱を占める

注  2011年及び2015年の数値は、「経済センサス－活動調査」を基に集計している。2015年の出荷額等、付加価値額については、個人経営調査票による調査分を含まない。2008年、2011年及び
2015年の数値は、消費税の取扱いや調査時点が異なること等の違いがあるため、比較には注意を要する。

資 料  東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」

注  構成比５％以上の分類を掲載。出荷額等については、個人経営調査票による調査分を含まない。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査　製造業（産業編）」、東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」 

注  上位１０区市。出荷額等については、個人経営調査票による調査分を含まない。
資 料  東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」
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地域別・中分類別事業所数（東京、2015年）

【１事業所当たり従業者数】
　　　　５人未満
　　　　５人以上10人未満
　　　　10人以上20人未満
　　　　20人以上30人未満
　　　　30人以上

【１事業所当たり従業者数】
　　　　５人未満
　　　　５人以上10人未満
　　　　10人以上20人未満
　　　　20人以上30人未満
　　　　30人以上

【１従業者当たり付加価値額】
　印なし　500万円未満
　　　　　500万円以上750万円未満
　　　　　750万円以上1,000万円未満
　　　　　1,000万円以上2,000万円未満
　　　　　2,000万円以上

【１従業者当たり付加価値額】
　印なし　500万円未満
　　　　　500万円以上750万円未満
　　　　　750万円以上1,000万円未満
　　　　　1,000万円以上2,000万円未満
　　　　　2,000万円以上
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東京の産業－製造業

4 多摩地域は、区部よりも従業者規模の大きい事業所が多い

5 都心・副都心・城西・城北地域では印刷・同関連業、
 城東・城南・多摩地域では金属製品の事業所数が最も多い

注  事業所数、従業者数については個人経営調査票による調査分を含む数値、付加価値額については、個人経営調査票による調査分を含まない数値を用いて算出。利島村、青ヶ島村の付加価値額は秘
匿。

資 料  東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」

注  「その他の製造業」を除く上位５分類。（ ）内は各地域内の事業所数。
資 料  東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」
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注  2020年２月公表値。
資 料  経済産業省「商業動態統計調査」

注  名目値。
資 料  東京都「都民経済計算」

注  上位８都道府県を掲載。管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無
い事業所は含まない。臨時雇用者を除く。

資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県表）」

1 全国の商業販売額は3年ぶりに減少

2 卸売業都内総生産は低下傾向　

3 事業所数、従業者数、年間商品販売額は、卸売業、小売業とも全国で最も多い　

卸売業
68.5

小売業
31.5

百貨店 1.4

スーパー 2.8

コンビニエンス
ストア 2.6

家電大型量販店
1.0

ドラッグストア
1.5

ホームセンター
0.7

その他
21.5

商業販売額
459兆9,750億円
（2019年）

商業販売額
構成比

（全国、2019年）
（％）

（％）
商業販売額の推移（全国）

-0.9 商業計

3.4

-2.5-2.0 卸売業

4.2

-3.6

1.8 小売業
1.7 0.1

-6

-3

0

3

6

324.6 327.2 327.7 卸売業
319.5 302.4 313.4 326.6 314.9

137.6 138.9 141.2 小売業
140.7 139.9 142.5 145.0 145.0

462.2 466.1 468.9 460.1 442.3 456.0 471.6 460.0

0

100

200

300

400

500

2012 13 14 15 16 17 18 19年

2012 13 14 15 16 17 18 19年
（兆円）

前年比



17グラフィック 東京の産業と雇用就業 2020

注  EC化率とは、全ての商取引金額（商取引市場規模）に対する、電子商取引市場規模の割合。
BtoCのEC化率は物販系分野における値。

資 料  経済産業省「電子商取引に関する市場調査」

7 電子商取引は年々拡大
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百貨店

コンビニエンス
ストア
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家電大型
専門店

ドラッグストア

ホーム
センター

0

東京の産業－卸売業 , 小売業

注  管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所を除く。卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）のない事業所は含まない。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査　卸売業，小売業　産業編（都道府県表）」

注  管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除く）、小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査　卸売業,小売業　産業編（都道府県表）」

4 卸売業では、各種商品卸売業の販売額が全国のおよそ９割を占める　

5 小売業では、百貨店，総合スーパー、各種食料品、通信販売・訪問販売などの販売額が多い　

注  2020年２月公表値。
資 料  経済産業省「商業動態統計調査」

6 全国ではスーパーが最も多く
 東京では百貨店が最も多い
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49.3

情報通信業
東京の産業－情報通信業

資 料  総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」 
総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  名目値。2017年度は速報値。
資 料  東京都「都民経済計算」

注  名目値。上位8位まで掲載。
資 料  総務省「令和元年版情報通信白書」

注  管理，補助的経済活動を行う事業所を除く。全産業計、情報通信業計は全国比のみ。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

注  名目値。上位6位まで掲載。
資 料  内閣府「県民経済計算」

注  2011年価格評価。インターネット附随サービス業の分類は2005年以降。
資 料  総務省「ICT の経済分析に関する調査」

2 音声情報制作業の事業所数は
 全国の約６割を占める

4 都内総生産は全国の約４割を占める　

6 情報通信業の関連産業は裾野が広い　

1 事業所数、従業者数ともに情報サービス業が多い

3 都内総生産は約１０兆円　

5 名目GDPは全産業の8.6%を占める　
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売買代金

金融業,保険業
東京の産業－金融業 , 保険業

資 料  総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」 
総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  名目値。構成比は上位６位まで掲載。
資 料  東京都「都民経済計算」、内閣府「県民経済計算」

注  各年3月末の値。預貸率={貸出金/（預金＋譲渡性預金）}×100。なお、信用金庫の2013
年以降及び信用組合は預貸率=（貸出金/預金）×100。

資 料  日本銀行「預金・貸出関連統計」、信金中央金庫地域・中小企業研究所資料、（一社）東京都
信用組合協会資料

注  中央銀行、管理，補助的経済活動を行う事業所を除く。全産業計、金融業，保険業計は全国
比のみ。

資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

注  各年３月、９月の値。2019年９月の上位７位まで掲載。「ビジネス環境」、「金融業の発展度」、
「インフラ」、「人的資本」、「評判」の５分野について関連データと金融市場関係者への聞き取
り調査結果を指数化したもの。

資 料  Z/Yen Group and the China Development Institute「The Global Financial 
Centres Index」

注  2013年７月に旧大阪証券取引所の現物市場を東京証券取引所に統合。
資 料  （株）東京証券取引所資料

2 金融商品取引業の事業所数は
 全国の３割超を占める

4 国際金融センターとしてのランキングは世界６位

6 東京証券取引所の売買代金は３年ぶりの減少

1 事業所数、従業者数ともに保険業が多い

3 都内総生産は２年ぶりに増加

5 国内銀行の預貸率は長期的に低下傾向
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東京の産業－建設業／不動産業 , 物品賃貸業

建設業／不動産業,物品賃貸業

1 事業所数、従業者数は総合工事業で多い

建　設　業

不動産業

1 不動産業の事業所数は減少し、従業者数は横ばい

4 ビル賃貸業の業況指数は上昇傾向で推移3 不動産業の都内総生産は増加傾向

2 建設業の都内総生産は５年連続増加

2 全国と比べ「不動産管理業」や
 「不動産代理業・仲介業」が多い

注  名目値。構成比は上位７位まで掲載。
資 料  内閣府「県民経済計算」、東京都「都民経済計算」

資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

資 料  総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」 
総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  名目値。構成比は上位７位まで掲載。
資 料  内閣府「県民経済計算」、東京都「都民経済計算」

資 料  総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」 
総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  経営の状況＝{(「良い」×２＋「やや良い」）－（「悪い」×２＋「やや悪い」）}/２/回答数×100で
算出。

資 料  （一財）土地総合研究所「不動産業業況等調査結果」
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小分類別事業所数・従業者数の推移（東京）
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東京の産業－建設業／不動産業 , 物品賃貸業

物品賃貸業

3 2019年度の建設投資は前年度を上回る見通し

3 リースの年間契約高の約２割は「卸売業,小売業」 4 民間企業の設備投資の約5.3％がリース

1 事業所数は減少し、
 従業者数は微増した物品賃貸業 2 リース売上高は全国の約５割を占める

注  2017、2018年度の値は見込み、2019年度の値は見通し。「民間建築物リフォーム・リニューアル投資」は、2015年度以降集計。
資 料  国土交通省「建設投資見通し」

資 料  総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」 
総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  事業従事者５人以上の事業所が対象。上位６位まで。リース、レンタルともに各種物品賃貸業
務、産業用機械器具賃貸業務、自動車賃貸業務、その他の物品賃貸業務の合計により算出。

資 料  経済産業省「特定サービス産業実態調査」

注  リース比率とは、民間設備投資額に占めるリース設備投資額の割合。2018年度のリース比
率は速報値。

資 料  （公社）リース事業協会資料

注  合計は全国比のみ。主業の年間売上高。「リース」とは、物件の利用期間が１年以上、契約期
間中に解約ができない賃貸契約。「レンタル」とは物件の利用期間が１年未満、または契約期
間中に解約が可能な賃貸契約。スポーツ・娯楽用品賃貸業務は除く。

資 料  経済産業省「特定サービス産業実態調査」

契約先産業別リース年間契約高・レンタル年間売上高構成比
（東京、2018年）
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都道府県別総生産構成比（全国、2016年度）

輸送機関別国内旅客輸送量、貨物輸送量構成比
（東京・全国、2017年度）

東京の産業－運輸業 , 郵便業

運輸業,郵便業

1 事業所数、従業者数ともに減少

3 旅客輸送の大半を担う鉄道、貨物輸送の大半を担う自動車

4 東京発着貨物輸送量のうち８割強が都域内または近隣県発着

2 都内総生産は全国の約17％

資 料  総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」 
総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  国内旅客輸送の「自動車」は営業用のみ。国内貨物輸送の「自動車」は営業用及び自家用。
資 料  国土交通省「貨物・旅客地域流動調査」

注  発着都道府県別構成比は上位６位まで掲載。
資 料  国土交通省「貨物・旅客地域流動調査」

注  名目値。上位６位まで掲載。
資 料  内閣府「県民経済計算」
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13.3

東京の産業－宿泊業 , 飲食サービス業

宿泊業,飲食サービス業

1 東京の旅館・ホテル営業等の施設数は全国６位、
 旅館・ホテル営業の客室数は全国１位

3 延べ宿泊者数、外国人宿泊者数はともに全国１位 4 国籍（出身地）別外国人延べ宿泊者数は
 中国が最も多い

5 飲食店の事業所数、従業者数はともに減少 6 幅広い業態の飲食サービス業が集積

2 旅館・ホテル営業の施設数は2,435施設、 
 客室数は約17.5万室

注  年度末の値。施設数、客室数の各上位７都道府県。客室数は、旅館・ホテル営業の客室数。
資 料  厚生労働省「平成30年度衛生行政報告例」

注  延べ宿泊者数上位10都道府県を掲載。
資 料  観光庁「宿泊旅行統計調査」

資 料  総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」 
総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  年度末の値。2018年度は、旅館業法の改正（2018年６月15日施行）により「ホテル営業」
「旅館営業」の営業種別が統合。また、基準等の変更のため、2017年度以前と単純に比較
することはできない。

資 料  厚生労働省「衛生行政報告例」

注  従業者数10人以上の施設。2018年の上位10位を掲載。
資 料  観光庁「宿泊旅行統計調査」

注  飲食サービス業は「飲食店」、「持ち帰り・配達飲食サービス業」の計。管理，補助的経済活動
を行う事業所及び分類内で格付不能の事業所を除く。

資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」
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東京の産業－教育 , 学習支援業

教育,学習支援業

資 料  総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」
          総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  各年５月１日現在。2013年までは日本語教育機関以外の在籍者数。2014年より日本語教
育機関とそれ以外の教育機関の在籍者数を合計した数値。2018年の上位６位を掲載。

資 料  （独）日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」

注  管理，補助的経済活動を行う事業所を除く。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

注  義務教育学校は、小学校から中学校までの義務教育を一貫して行うもの。中等教育学校は、
一つの学校として、一体的に中高一貫教育を行うもの。

資 料  文部科学省「学校基本調査」

注  ５月１日現在
資 料  　（独）日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」

注  主業の年間売上高。上位５位まで。
資 料  経済産業省「特定サービス産業実態調査」

1 事業所数はわずかに増加したが、従業者数は減少

5 ベトナム、ネパールからの留学生の増加が顕著

3 幅広い業態の教育,学習支援業が集積

2 大学・大学院等が集積　

6 都内の外国人留学生は全国の約４割を占める

4 教養,技能教授業の売上高は全国で最も多い
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資 料  総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」、 
総務省･経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  各年10月1日現在。
資 料  厚生労働省「医療施設調査」

注  各年３月１日現在。2016年4月より、小規模な通所介護事業所等の指定が区市町村の指定
となったため、2016年以前の値との比較には注意を要する。

資 料  東京都「福祉・衛生統計年報」

注  全産業計、医療，福祉計は全国比のみ。管理，補助的経済活動を行う事業所を除く。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

注  待機児童数は各年４月現在。保育所等利用申込率は、就学前児童人口（各年１月現在） に占
める保育所等利用申込者数の割合。2017年以降の調査では待機児童の取扱いに変更等が
あるため、2016年以前の値との比較には注意を要する。

資 料  東京都資料

注  各年10月時点。保育士と介護関連は常用雇用のみ。介護関連とは、福祉施設指導専門員、
介護支援専門員、医療ソーシャルワーカー、家政婦（夫）、家事手伝、施設介護員、訪問介護
職など。

資 料  東京労働局資料

1 事業所数、従業者数ともに増加傾向 

3 一般診療所数は増加傾向　

5 指定事業者の約７割が居宅サービス事業者

2 事業所数は、「一般診療所」で多く
従業者数は、「病院」、「老人福祉・介護事業」で多い 

4 保育所等利用申込率は年々上昇 

6 保育・介護人材の有効求人倍率は高水準で推移
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1 従業者数は増加傾向 2 事業所数は「建物サービス業」で多い

注  政治・経済・文化団体、宗教、その他のサービス業及び管理，補助的経済活動を行う事業所
を除く。「全産業計」、「サービス業計」は全国比のみ。

資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」
資 料  総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

2 デザイン業、人文・社会科学研究所、
 法律事務所,特許事務所、広告業の３割超が集積

注  管理,補助的経済活動を行う事業所を除く。「全産業計」、「学術研究,専門・技術サービス業
計」は全国比のみ。

資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

4 専門サービス業、広告業の売上の
 ６割以上を東京が占める

注  上位５都道府県。必要な事項の数値が得られた事業所が対象。
資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

小分類別事業所数、全国比
（東京、2016年）
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1 従業者数はすべての業種で増加
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総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
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3 従業者数は「他に分類されない事業・サービス業」、 
 「労働者派遣業」で多い 4 「その他の事業・サービス業」等で高い 東京の売上金額全国比

注  政治・経済・文化団体、宗教、その他のサービス業及び管理，補助的経済活動を行う事業所
を除く。「全産業計」、「サービス業計」は全国比のみ。

資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

注  政治・経済・文化団体、宗教、その他のサービス業を除く。各分類上位５都道府県。必要な
事項の数値が得られた事業所が対象。

資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

1 娯楽業は従業者数の約４割を占める

3 美容所数・美容師数は増加傾向、
 理容所数・理容師数は減少傾向

2 事業所数は「美容業」、「理容業」、「洗濯業」で多い

注  管理,補助的経済活動を行う事業所は除く。 
「全産業計」、「生活関連サービス業,娯楽業計」は全国比のみ。

資 料  総務省・経済産業省「平成28年経済センサス－活動調査」

資 料  総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」 
総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注  年度末現在。
資 料  厚生労働省「衛生行政報告例」
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4 第１種旅行業者の過半数が集積

注  ５月１日現在。上位５都道府県。第１種旅行業者：すべての旅行業務。 
第２種旅行業者：海外募集型企画旅行以外の旅行業務。 
第３種旅行業者：募集型企画旅行（一定のものを除く。）以外の旅行業務。 
旅行業者代理業者：所属旅行業者から委託された業務。

資 料  観光庁調べ
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地域別・区市町村別耕地面積構成比（東京、2018年）

東京の産業－農林水産業

農林水産業

1 多種多様な東京の農林水産物多種多様な東京の農林水産物

2 農家数、漁業経営体数は年々減少

3 就業者は、農業では６割以上、林業では４割以上、
 漁業では５割以上が55歳以上 4 耕地面積の４分の３以上を多摩地域が占める　

注  その地域の特徴的な農林水産物を示したもので、 
生産量が最も多い農林水産物とは限らない。

資 料  東京都産業労働局調べ

注  畑は「普通畑」と「牧草地」の計。農業就業人口は1990年以降販売農家のみ集計。農家数は1990年以降も販売農家のほか自給的農家を含めた総農家数。 
なお、1990年から農家の定義が変更された。 
素材は製材用、合板用、木材チップ用などの原木丸太。林業従事者数の点線部分は産業分類の改定により必ずしも連続していない。 
漁業は内水面を除く。三宅村は三宅島雄山の噴火に伴い、全島避難が続いていたことから、2003年の調査対象に含まれていない。

資 料  農林水産省 「農林業センサス」、「耕地面積調査」、「木材需給報告書」、総務省「国勢調査」、「漁業センサス」、東京都産業労働局調べ

資 料  総務省「国勢調査」
注  7月15日現在。各地域上位２位まで掲載。
資 料  農林水産省 「耕地面積調査」
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東京の産業－農林水産業

5 生産額は、農業では野菜、林業では素材・きのこ類、漁業ではきんめだいが多い

6 認定農業者数は増加傾向、農業体験農園数と多摩産材取扱量は長期的には増加傾向

注  ２年ごとに掲載。2018年の値は第１報。
資 料  農林水産省 「生産農業所得統計」、「耕地面積調査」、「耕地及び作付面積調査」

注  大島海区は大島、利島、新島、神津島。三宅海区は三宅島、御蔵島。八海海区は八丈島、青ヶ
島を含む。

資 料  東京都 「東京都の水産」

注  各年３月末時点。
資 料  東京都産業労働局調べ 資 料  東京都産業労働局調べ

注  各年３月末時点。
資 料  東京都産業労働局調べ

注  素材は、製材用、合板用、木材チップ用などの原木丸太。サカキは2013年より農産物扱い。
資 料  東京都「東京の森林・林業」

注  第1報の数値。上位10位を掲載。
資 料  農林水産省 「生産農業所得統計」

注  上位10位を掲載。
資 料  東京都「東京都の水産」



グラフィック 東京の産業と雇用就業 202030

注  全国の2011年の値は、補完推計値。2011年及び2016年の東京の数値については、基準
人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。

資 料  東京都、総務省 「労働力調査」

注  就業者（主に仕事以外）は、家事のほか仕事、通学のかたわら仕事、休業者の計。
資 料  総務省「平成27年国勢調査」

注  年平均値。2011年の値は、補完推計値。長期失業者とは完全失業者のうち失業期間１年以
上の者。長期失業者比率＝長期失業者数/完全失業者数×100。

資 料  総務省「労働力調査」

2 増加する就業者数

4 男性の方が就業者（主に仕事）の
 占める割合が高い

6 減少傾向の長期失業者数

資 料  東京都「労働力調査」　

資 料  東京都「労働力調査」

3 男女ともに労働力人口は増加傾向

5 労働力人口に占める34歳以下の割合が近年低下
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資 料  東京都「労働力調査」　

1 15歳以上人口の約67%が労働力人口
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東京の雇用就業－就業構造

就業構造

0 ○○○○○○○○

資 料  総務省、東京都 「就業構造基本調査」

注  有業者数は2017年の値。2017年の「農業,林業」、「漁業」を除き、有業者総数10万人以
上の産業大分類を記載。

資 料  総務省「就業構造基本調査」

注  役員を除く雇用者に占める割合。
資 料  総務省「平成29年就業構造基本調査」

2 増加する東京の有業者数1 有業者数は卸売業,小売業で多い

4 パート・アルバイト雇用比率は
 宿泊業,飲食サービス業で最も高い

注  役員を除く雇用者に対する割合。
資 料  総務省、東京都「就業構造基本調査」

注  各年10月末現在。ネパールの分類は2014年以降、インドネシアは2018年以降。G7/8
等は、イギリス、アメリカ、ドイツ、フランス、イタリア、カナダ、ロシア、オーストラリア、
ニュージーランドを表す。

資 料  厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」
注  10月末現在。
資 料  厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」

3 東京の非正規雇用比率は男女ともに微減

5 外国人労働者数は増加傾向 6 全国と比べて情報通信業、宿泊業,飲食サービス業 
 に従事する外国人労働者の割合が高い
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東京の雇用就業－労働移動

労働移動

1 離職者数が入職者数を上回る　

3 入職率は「宿泊業,飲食サービス業」で
 他の産業と比べて高い

5 全体では１割以上の賃金増加が約3割

2 入職率、離職率ともに女性が高い

4 転職入職率は男女ともに若年層で高い

6 正規雇用への転換人数はプラスが続く

注  ５人以上の常用雇用者を雇用する事業所。入職（離職）率＝入職者（離職者）数/１月１日現在
の常用労働者数×100。2016、2017年の値は再集計値。

資 料  厚生労働省「雇用動向調査」

注  ５人以上の常用雇用者を雇用する事業所。転職入職率＝転職入職者数/１月１日現在（年齢階
級別は６月末日現在）の常用労働者数×100。

資 料  厚生労働省「雇用動向調査」

注  総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて
作成。15歳から54歳を対象。「正規転換を行った者の人数」とは、「非正規から正規へ転換
した者」から、「正規から非正規へ転換した者」の人数を差し引いた値。

資 料  厚生労働省 「平成31年版労働経済白書」

注  ５人以上の常用雇用者を雇用する事業所。2016、2017年の値は再集計値。
資 料  厚生労働省 「雇用動向調査」

注  ５人以上の常用雇用者を雇用する事業所。入（離）職率＝入（離）職者数/１月１日現在の常用
労働者数×100。

資 料  厚生労働省「雇用動向調査」

注  厚生労働省「平成27年転職者実態調査」の個票を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独
自集計。「おおむね変わらない」は、「変わらない」と「１割未満の増減」を含む。「非正社員⇒
正社員」については、前職が「契約社員」、「嘱託職員」、「パートタイム労働者」、「派遣労働者」、
「その他」であって、現職が「正社員」である者が対象。

資 料  厚生労働省「平成30年版労働経済白書」
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賃金・労働時間
東京の雇用就業－賃金・労働時間

1 一般労働者の現金給与総額は
 金融業,保険業で最も高い

3 性別や雇用形態による賃金の差は
 勤続年数の経過とともに拡大　

5 労働時間は男女ともに20～ 30歳代で最も長い　

2 実質賃金指数は長期的に低下傾向

4 一般労働者の労働時間は
 宿泊業,飲食サービス業、建設業で最も長い

6 年次有給休暇取得率は
 企業規模が大きくなるほど高い　

注  事業所規模５人以上。現金給与総額。
資 料  東京都「毎月勤労統計調査」

注  事業所規模５人以上。
資 料  東京都「毎月勤労統計調査」

注  事業所規模５人以上。
資 料  東京都「毎月勤労統計調査」

注  企業規模10人以上。一般労働者の所定内給与額。
資 料  厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

注  付与日数には繰越日数を含まない。取得日数は2018年（又は2017会計年度） 
１年間に実際に取得した日数。対象は常用労働者が30人以上の民営企業。

資 料  厚生労働省「就労条件総合調査」
注  企業規模10人以上。一般労働者の所定内実労働時間と超過実労働時間の合計。
資 料  厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
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東京の雇用就業－若年者

若年者の雇用就業

1 若年者人口に占める就業者の割合は上昇傾向

3 若年者の完全失業率は全体より高い水準で推移

5 高校・大学卒業者の就職率は高水準で推移

2 若年者の有効求人倍率は上昇が続く

4 大学卒業者に占める就職者の割合は上昇傾向

6 新規学卒者の３～４割が３年以内に離職

注  15 ～ 34歳を若年者とした。2011年及び2016年の数値については、基準人口の切替え
に伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及改訂した数値を用いている。

資 料  東京都「労働力調査」

注  15～ 34歳を若年者とした。全体は15歳以上すべての年齢階級の計。2011年及び2016
年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及改訂した
数値を用いている。

資 料  東京都「労働力調査」

注  各年３月卒。高校卒は３月末現在、大学卒は４月１日現在。
資 料  厚生労働省・文部科学省「大学等卒業者の就職状況調査」、 

文部科学省「高等学校卒業者の就職状況に関する調査」

注  各年10月現在。20～ 34歳を若年者とした。全体は15歳以上すべての年齢階級の計。
資 料  東京労働局「職業安定業務年報」

注  各年３月卒。「一時的な仕事に就いた者」とは、臨時的な収入を目的とした仕事に就いた者。
資 料  文部科学省「学校基本調査」

注  各年３月新規学卒就職者に占める3年以内離職者割合。
資 料  厚生労働省「新規学卒者の離職状況」
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1 就業者の４人に１人が55歳以上

3 有業者数は70歳以上で大きく減少

5 約７割の企業で、希望者全員が
 65歳以上まで働ける措置を実施

2 不動産業,物品賃貸業では
 55歳以上の有業者が約５割

4 60～ 64歳の完全失業率は長期的に大きく低下

6 日本の高年齢者の労働力率は欧米と比較して高い

注  2011年及び2016年の東京の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総
務省統計局が遡及集計した数値を用いている。

資 料  東京都「労働力調査」

注  不詳を除く。
資 料  総務省「平成29年就業構造基本調査」

注  ６月１日現在の値。従業員が31人以上の企業。
資 料  東京労働局「令和元年『高年齢者の雇用状況』集計結果」

資 料  総務省「平成29年就業構造基本調査」

注  全体は15歳以上完全失業者総数の完全失業率をさす。2011年の値は補完推計値。
資 料  総務省「労働力調査」

注  国によって統計上の定義、調査方法が異なるため、当該数値を直接比較できない場合がある。
資 料  （独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較」
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1 女性の就業者数は増加傾向　

3 女性の雇用形態は
 40歳代後半以降で非正規が正規を上回る

5 非労働力人口のうち就職希望者の7割は女性

2 女性就業者の割合は医療,福祉分野で高い　

4 2018年の日本の女性労働力率は
 1975年と比べ、全体的に上昇

6 日本の女性管理職の割合は国際的に低い水準

注  国によって統計上の定義、調査方法が異なるため、当該数値を直接比較できない場合があ
る。アメリカは16歳以上。

資 料  （独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較」

注  国によって統計上の定義、調査方法が異なるため、当該数値を直接比較できない場合がある。
資 料  （独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較」

注  15～ 24歳は在学中を除く。
資 料  総務省「労働力調査（詳細集計）」

資 料  総務省「平成29年就業構造基本調査」 資 料  東京都「労働力調査」

資 料  総務省「平成29年就業構造基本調査」
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　産業別法定雇用率達成企業の割合（全国、2018年)
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障害者の雇用就業

1 雇用障害者数は増加が続く

3 雇用障害者数は製造業で最も多い　

5 精神障害者の求職申込件数、就職件数は 
 ともに年々増加 6 障害種別によって就労状況は異なる

2 企業規模が大きいほど実雇用率は高い

4 法定雇用率達成企業の割合は
 医療,福祉分野で最も高い

注  各年６月１日現在の値。制度改正があったため、2010年以前の値と2011年以降の値は単
純に比較できない。

資 料  東京労働局資料

注  ６月１日現在の値。「農・林・漁業」、「鉱業,採石業, 砂利採取業」を除く。
資 料  東京労働局資料

注  都内ハローワークを通じた新規求職申込件数、就職件数。 
その他は、障害者手帳を所持しない発達障害者、難病患者等。

資 料  東京労働局資料 資 料  東京都「東京都福祉保健基礎調査」

注1  実雇用率、雇用障害者数について、重度身体障害者又は重度知的障害者は、それぞれ１人の雇用をもって、２人の身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとみなされる。また、短時間労働者（週所
定労働時間20時間以上30時間未満）に関しては、0.5人とみなされる (精神障害者に加え、2010年7月より身体障害者、知的障害者にも適用。）そして、2018年４月1日から、精神障害者である短時
間労働者に 関する雇用率の算定方法が、条件により1人につき0.5人から１人へ変更した。条件としては、①雇入れから３年以内の方又は精神障害者保健福祉手帳取得から３年以内の方、かつ、②2023
年3月31日までに雇入れられ、かつ、精神障害者保健福祉手帳を取得した方であること。

注  各年６月１日現在の値。制度改正があったため、2010年以前の値と 2011年以降の値、
２０１７年以前と2018以降の値は単純に比較できない。 全企業は、2012年以前は56人
以上、2013年以降は 50人以上の規模。「45.5 ～ 300人未満」は2012年以前 は「56～
300人未満」、2013年から2017年までは「50～ 300人未満」。

資 料  厚生労働省資料、東京労働局資料

注  ６月１日現在の値。 
「農・林・漁業」、「鉱業,採石業, 砂利採取業」を除く。法定雇用率は2.2％。

資 料  厚生労働省資料
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共働き世帯数等の推移（全国）
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（％）

多様な正社員制度の導入状況（全国、2018年度）

制度あり
23.0

制度なし
70.1

不明
6.8

40.6

55.7

51.4

0 20 40 60

職種・職務限定正社員制度

勤務地限定正社員制度

短時間正社員制度

多様な正社員制度の有無

導入している各種正社員制度

（％）

（％

テレワークの導入状況（東京、2019年）

無回答 0.7

導入している
25.1

将来的に
導入を検討

17.3

具体的に
導入予定あり
1.1

導入予定はない
53.7

１年以内の
導入を検討
2.1

（％）

注  速報値。都内に所在する常用雇用者規模30人以上の企業10,000社を対象。
資 料  東京都「多様な働き方に関する実態調査（テレワーク）」　

多様な働き方
東京の雇用就業－多様な働き方の実現

1 共働き世帯数は、年々増加傾向にある

3 出産・育児を理由とした離職は、
 「25～ 34歳」、「35～ 44歳」の女性で多い

5 ４分の１の事業所が多様な
 正社員制度がありと回答

2 育児休業取得率は男女間で大きな差がある

4 介護・看護を理由とした離職は、
 すべての年代で女性に多い

6 テレワークを導入している企業は25.1％

注  2012年度はデータなし。事業所調査。
資 料  東京都「男女雇用平等参画状況調査」

注  2012年10月から2017年９月までの集計。
資 料  総務省「平成29年就業構造基本調査」

注   「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、2017年までは、夫が非農林業雇用者で、妻
が非就業者 （非労働力人口及び完全失業者）の世帯。2018年は、就業状態の分類区分の変
更に伴い、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び失業者）の世帯。「雇用
者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。2011年は岩手県、宮城県及び
福島県を除く。

資 料  内閣府「男女共同参画白書」

注  2012年10月から2017年９月までの集計。
資 料  総務省「平成29年就業構造基本調査」

注  事業所調査。常用労働者５人以上を雇用している民営事業所が対象。複数回答。「制度あり」
と回答した事業所に占める各種制度の割合。

資 料  厚生労働省「平成30年度雇用均等基本調査」
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東京の雇用就業－労使関係

労使関係

1 労働組合数は減少傾向、組合員数は回復傾向

3 労働組合の推定組織率は近年横ばいで推移

5 労働相談件数は5万件を超えて推移

2 パート労働者の組合員数は増加傾向　

4 労働争議発生件数は長期的に減少傾向　

6 労働相談内容は
 職場の嫌がらせ、労働契約の割合が上昇

注  各年６月30日現在。
資 料  東京都産業労働局調べ

注  「その他」は企業規模不明、合同労組等。
資 料  東京都「東京レイバーリポート」

注  各年６月30日現在。単位労働組合が対象。
資 料  厚生労働省「労働組合基礎調査」

注  各年６月30日現在。推定組織率＝（労働組合員数／雇用者数）×100。雇用者数は、全国は
総務省「労働力調査」各年６月分の値、東京は2008年までは総務省「事業所・企業統計調査」、
2009年以降は「経済センサス」による雇用者数に、調査年から当該年までの全国の「労働力
調査」による雇用者数変化率を乗じて推計。2011年の推定組織率は、「労働力調査におけ
る東日本大震災に伴う補完推計」の推計値を用いて計算した値。パートタイム労働者の推定
組織率＝（パートタイム労働者の組合員数／短時間雇用者数）×100。2011年のパートタイ
ム労働者の値はなし。2013年から短時間雇用者数の定義が変わっている。東京の2017年
以降の数値は国土交通省の旧「船員単位労働組合基本調査」での調査組合を含む。

資 料  東京都、厚生労働省「労働組合基礎調査」

注  東京都労働相談情報センターにおける取扱件数。
資 料  東京都「労働相談及びあっせんの概要」

注  東京都労働相談情報センターにおける相談。１件の相談で複数項目にわたる場合は複数計
上。2018年度の上位５項目を掲載。

資 料  東京都「労働相談及びあっせんの概要」
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東京の伝統工芸品は、長い年月を経て、東京の風土と歴史の中で育まれ、時代を越えて受け継がれた伝統的な技術・技
法により作られています。
現在、41 品目が東京都伝統工芸品の指定を受けています。
東京の伝統工芸品ホームページ　https://dento-tokyo.jp/

東京都産業労働局総務部企画計理課
〒163-8001　東京都新宿区西新宿二丁目8番1号
　　　　　　　電話　03（5320）4638

編　集・発　行

平成31年3月  発行

http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/toukei/sangyo/graphic/2019/
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印　　　　　刷 社会福祉法人東京コロニー　東京都大田福祉工場
〒143-0015　東京都大田区大森西二丁目22番26号
  電話　03（3762）7611

登録番号（30）221

古紙パルプ配合率80％再生紙を使用しています。
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古紙パルプ配合率80％再生紙を使用しています。

東京経済の概況

東京の産業
製造業　���������������������������������������������������������������������������������������������������������������� �14

卸売業，小売業　��������������������������������������������������������������������������������������������������� �16

情報通信業　�������������������������������������������������������������������������������������������������������� �18

金融業，保険業　��������������������������������������������������������������������������������������������������� �19

建設業／不動産業，物品賃貸業　������������������������������������������������������������������������ �20

運輸業，郵便業　��������������������������������������������������������������������������������������������������� �22

宿泊業，飲食サービス業　�������������������������������������������������������������������������������������� �23

教育，学習支援業　����������������������������������������������������������������������������������������������� �24

医療，福祉　����������������������������������������������������������������������������������������������������������� �25

その他のサービス業　�������������������������������������������������������������������������������������������� �26

農林水産業　�������������������������������������������������������������������������������������������������������� �28

日本経済の中心、東京　�������������������������������������������������������������������������������������������２

東京の経済の概況　������������������������������������������������������������������������������������������������４

データでみる日本、東京の経済　������������������������������������������������������������������������������６

データでみる日本、東京の経営環境・雇用情勢　�����������������������������������������������������８

グローバル化　��������������������������������������������������������������������������������������������������������10

創業・ベンチャー／設備投資　��������������������������������������������������������������������������������11

観光　����������������������������������������������������������������������������������������������������������������������12

資源・エネルギー・環境／人口・少子高齢化　���������������������������������������������������������13

東京都産業労働局総務部企画計理課
〒163-8001　東京都新宿区西新宿二丁目8番1号
　　　　　　　電話　03（5320）4638

編　集・発　行

平成31年3月  発行

http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/toukei/sangyo/graphic/2019/
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印　　　　　刷 社会福祉法人東京コロニー　東京都大田福祉工場
〒143-0015　東京都大田区大森西二丁目22番26号
  電話　03（3762）7611

登録番号（30）221

古紙パルプ配合率80％再生紙を使用しています。
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の成功に向け取り組んでいきます。


